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ごみ収集への苦情・感謝の声を反映

五反田川放水路の事故について

上下水道局の体質改善について 

カーボンクレジットと生田緑地の再生について

水道料金値上げ？　それはNO!

市関連施設の環境貢献について

ごみ集積所の課題解決に向けて

清掃活動は最大９割減！ マイクロプラスチック削減の効果あり！

長周期地震動のリスクと対策を確認

災害時市民を助けるため職員の身を守る避難訓練

9月決算審査特別委員会・12月一般質問　議会報告
身近な声から「ごみ問題」を政策提言

それおかしくないですか？　是々非々で行政改革。

災害対策本部＝新本庁舎の安全対策

新しい時代への政策提言

川崎市役所新本庁舎

川崎市議会・議場閉場式
父と一緒に議場に立つのは初めてです。

私たちは毎日マイクロプラスチック
を食べています。
WWF（世界自然保護基金）によると、
1人の摂取量は
1週間でクレジットカード1枚分
1か月でレゴブロック1個分
1年で消防隊のヘルメット1個分
だそうです。
清掃活動はとても大事ですね！ 五反田川放水路計画ルート図

川崎市ホームページより

防犯灯として点灯

環境費の42パーセントを占めるごみ処理費は128億7,842万9,324円（令和４年度決算）市民に最も身近なサービスです。
以前の議会で市民の皆様からのご意見の収集、分析、共有等を提案、生活環境事業所の職員の言動に対する苦情は１９１件、感謝
は１８件（令和4年１０月～5年８月）との結果報告がありました。
苦情は市民サービスの改善、謝辞は職員のモチベーションに役立っていることから、今後も分析を行い、職員の接遇力向上・再発
防止に向けた取り組みを推進するとの回答を得ました。情報を共有し分析することは職場風土の改善及び市民サービスの向上につ
ながります。市全体に波及していくためにも引き続きの取り組みを要望しました。

不正請求の発覚以来、再発防止・職場風土の改善を指摘しているなか、新たにアンカーフロンタウン生田
の設備購入において、特定事業者の製品を意図的に選定したのではないかという疑惑が浮上し、9月の決算
審査特別委員会において調査を求めました。問題視したのは①職場風土②公金支出にかかる透明性と合理
性③説明責任④再発防止についてです。上下水道局内部調査の結果は「適正な選定」「疑惑は職員の勘違
い」でしたが「適正」を証明する書類が処分されて存在しないこと、職員のヒアリングにあたり客観性が
担保されていないこと、未だに委員会への報告がなされていないことなどを指摘。仕事は「組織防衛」で
はなく「市民のため」にあるとし再発防止を求めました。外の風が入りにくいいわゆる「ガラパゴス体
質」の組織風土が問題の根幹であり、他部局との人事交流も求めました。市長には、組織の膿を出し切る
とともに失敗をおそれず挑戦できる職場風土の醸成と市民の命と未来に責任を持つリーダーシップを求め
「先頭に立つ」との答弁を得ました。

８月１日工事中にあってはならない事故が発生。亡くなられた方とご遺族に心より哀悼の誠を捧
げるとともに事故の要因と再発防止及び今後の工事について質問。要因は予想よりも早い天候悪
化と急激な増水で資材の撤去が遅れたためであり、今後は作業場への流水を遅らせる処置や避難
訓練の実施等で安全対策を図りながら施設運用に必要な工事を進めていくとの回答を得ました。
工事現場の更なる安全と人命を優先に避難を迅速にするように重ねて要望しました。

京浜工業地帯の発展に寄与してきた工業用水道事業ですが、鉄鋼大手ＪＦＥスチールの撤退など、産業構
造の転換や、経年化率（老朽化）87.7％に上る管路への対策など、事業の分岐点に立っています。
市は計画を策定中ですが、その中で、工業用水のマイナス分を水道料金に転嫁するのではないか、とも受
け取れる動きを発見。決算審査特別委員会でとりあげ、くれぐれも水道料金の値上げなど市民に負担がか
かることのないよう釘を刺しました。

カーボンクレジットは生物多様性、脱炭素社会に向けたツールであり、日々加速度的に発展することは必
至。また全国都市緑化フェアの開催を迎える本市において都市型カーボンクレジットの実現に向けて取り組
むことは川崎市の価値を高めると考え情報収集や調査研究を提案。都市部における森林吸収量の算定には課
題があるが国の実証実験の動向や技術革新が進行していることから調査研究を進めるとの回答。また生田緑
地での取り組みは30by30が目指す活動であり、本市が30by30アライアンス（同盟やグループの意味）に参
加し、更なる生物多様性への政策の加速を提案。川崎市単独でのアライアンスへの参加を検討すると答弁。
川崎市は以前環境行政のトップランナーでした。その誇りと自信を持って各局協力しての取り組みを全ての
職員さんに要望しました。

民間に太陽光パネルを義務化した一方、市関連施設が脱炭素に貢献していないこと、すなわち土地貸し付けに伴った施設は市の環境
配慮標準から除外されていることを指摘。更に脱炭素の取り組みの数値化について提案。国の建築物省エネ法の全面施行も間近とな
っているため法を踏まえて貸し付けについても対応を協議する、また見える化は重要な点であり今後数値目標の設定など調査研究を
進めるとの答弁を得ました。市内最大のCO2排出事業者は川崎市であり関係局と協議を進め早期に実現するよう要望しました。

ごみ集積所は基本的に町会・自治会等で設置・管理して頂いています。町会未加入の方についての相談も生活
環境事業所で応じていますが、解決事例等を示しながらわかりやすくより丁寧な対応を求めたところです。し
かしそもそも町会、近隣住民、ゴミを捨てる場所がない入居者が困っている「ごみ難民」を生む根幹の問題
は、集合住宅や戸建ての新築の際、10戸未満であれば「ごみ集積所の事前協議対象外」となり集積所を作らな
くても済んでいるからと考え「10戸未満の協議義務化」を求めました。「必要な対策の検討を進め同時に啓発
も行う」との答弁を得ましたので、条例改正を含む早急な実現を求めました。事業者に対して「事前相談の必
要性」を周知するよう、関係団体等を通してさらに普及活動を進めていくことを確認。関係局とも連携して市
民最優先の対策を講じるよう要望しました。

先進的な免震機能を備えていても高層建築特有の課題が生じる可能性があり非常用発電機の設置や
エレベーターの停止システム等減災対策は施してあるものの、基本的なOA機器や什器等の転倒防止
対策や職員一人一人がリスクを正しく理解し避難行動の習得が必要であることを確認しました。

移転完了後本庁舎の職員数は約2,900人。職員一人一人が超高層のリスクを体感し
災害時には迅速に避難行動が取れるよう庁舎全体での避難訓練の実施を提案し
移転完了後に訓練を実施するとの回答を得ました。

2023年10月、旧庁舎の本会議場で川崎市議会・議場閉場式が行われ、翌月11月に新本庁舎が開庁し
ました。地上25階地下2階の超高層ビルです。建物の特性を知り、災害時も慌てず「災害対策本
部」として市民の命を守るための備えを一級建築士の視点で提案しました。

※2023年9月26日　神奈川新聞に掲載されました。

※2023年9月26日以降新聞各紙に掲載されました。フジテレビ「めざましテレビ」の取材を受け放映されました。
引き続き「市民のための行政」に是々非々で尽力してまいります。

※22023年12月20日　東京新聞に掲載されました。

※新本庁舎の25階は展望ロビーです。どなたでもご利用頂けます。

2年前の決算審査特別委員会で質問した「マイクロプラスチックごみ調査」について結果報告を求めました。
河川調査では全国平均より個数密度が高い傾向にあり、降雨時には個数密度が10倍程度増加。市街地では道
路上でも確認。乗降者数の多い駅前は特に個数密度が高い。また定期的な清掃活動を行なっている場所は低
く、清掃活動は街の美化だけでなくマイクロプラスチックごみ最大9割の削減効果が確認できたということ
でした。また今回得た知見をあらゆる機会に市民に広報するとの見解でした。
清掃活動を続けてくださる皆さまに事実を踏まえて感謝を伝えるとともに、調査結果を活用して市民の更な
る行動変容につながる取組みを要望。あわせて、基礎研究やベンチャー企業などが憂いなく研究開発ができ
るよう予算を含めた環境整備を要望しました。

30by30とは？
2030年までに陸と海の30％以上
を保全・保護しようとする目標。
環境省が30by30アライアンスを
発足させ、企業や自治体などが参
加して、
生物多様性保全に資する地域を
認定する仕組みを進めています。


